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はじめに

R8.4.1の改正家族法の内容がこの講義には含まれて
いますが、今後の裁判所等での運用によっては変化

するものも含まれます。

各自、最新の情報をチェックするようお願い致します。

また今回の改正家族法施行は、多くの場面で、養育

費の不払い問題が根底にあることを踏まえると理解し

やすいです。



離婚協議書
夫（以下「甲」という）

氏名：＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

生年月日：＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

妻（以下「乙」という）

氏名：＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

生年月日：＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

甲と乙は、協議離婚に際し、以下のとおり合意したため、本協議書を作成する。

第1条（離婚） 

甲と乙は、協議離婚することに合意し、離婚届の提出は＿＿＿＿が行う。

第2条（親権） 

1．未成年の子

　氏名：＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

　生年月日：＿＿＿＿＿＿＿＿

の親権者を＿＿（甲／乙）（甲及び乙）とする。



第3条（養育費） 

1. 養育費は月額＿＿＿＿円とし、毎月＿＿日までに支払う。
2. 支払開始日は＿＿＿＿＿＿＿＿とする。

支払期間は子が20歳に達する月までとする。ただし、以下のとおり変更する場合がある： 

3. ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

支払方法は以下の口座への振込とする。

　金融機関名：＿＿＿＿

　支店名：＿＿＿＿

　口座番号：＿＿＿＿

4. 口座名義：＿＿＿＿

5. 振込手数料は＿＿（甲／乙）が負担する。
6. 塾・学校費用など特別費用は別途協議して負担割合を定める。
7. 転職・転居・連絡先変更があった場合は速やかに通知する。

第4条（親子交流） 
乙（または甲）の親子交流は以下のとおりとする：

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

第5条（慰謝料） 

1. 甲（または乙）は慰謝料として＿＿＿＿円を支払う。
2. 支払方法：＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿



3.​ 支払時期：＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 
4.​ 振込手数料は＿＿（甲／乙）が負担する。 

第6条（離婚後扶助料） 
甲（または乙）は、相手方の自立支援のため、離婚後扶助料として以下を支払う。 
　期間：＿＿ヶ月 

1.​ 　金額：＿＿＿＿円／月 
2.​ 相手方が再婚した場合、支払義務は消滅する。 

第7条（金銭の財産分与） 

1.​ 財産分与として＿＿＿＿円を支払う。 
2.​ 支払方法：＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 
3.​ 振込手数料は＿＿（甲／乙）が負担する。 

第8条（不動産の財産分与） 
対象不動産： 
所在地：＿＿＿＿＿＿＿＿ 
地番：＿＿＿＿＿＿＿＿ 
地目：＿＿＿＿＿＿＿＿ 

地積：＿＿＿＿㎡ 

この不動産を＿＿（甲／乙）の単独所有とする。 

第9条（その他の財産分与） 
以下の財産について、次のとおり分与する： 

 



＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

第10条（年金分割） 

婚姻期間中の年金分割割合を＿＿＿＿とし、速やかに手続きを行う。 

締結日：＿＿年＿＿月＿＿日 

甲（署名・押印） 
住所：＿＿＿＿＿＿＿＿ 

氏名：＿＿＿＿＿＿＿＿ 

乙（署名・押印） 
住所：＿＿＿＿＿＿＿＿ 

氏名：＿＿＿＿＿＿＿＿ 

 

 

 

 

 

 

 



第1　親権と親の責務 
 
親権とは、親が子を監護教育したり、子の財産管理等を行う権利・義

務で、​
【明文化】親権は、成年に達しない子について、その子の利益のため

に行使しなければならない【民法818条第1項】 
＊親権を有しない親にも、親の責務がある。 
 
親の責務 
①子の人格を尊重し、年齢・発育の程度に配慮して養育する責務 
②子に対する生活保持義務 
③婚姻関係の有無にかかわらず、父母間の人格尊重・協力義務 
【民法817条の12】 

 



第２　共同親権と単独親権

共同か単独かは当事者が決めるべきもの、つまり選択

制であり、どちらかが優先というものではない。

DV・虐待などが要因で、必要的単独親権になる場合も
ある【民法819条7項柱書並びに1号及び2号】 

＊民法819条7項2号の「暴力」という言葉には、身体的
なものだけでなく、精神的・経済的・性的な暴力も含まれ

る。



第２　共同親権と単独親権

単独親権では親権者と子供が共に暮らすのが一般的

共同親権では子の居所の決定は、共同での決定事項

共同親権にて離婚する時、離婚に伴いどちらの親と同居するかについて争いがある

場合は、子の居所の決定に係る親権行使者指定の調停・審判にて解決を図ること

になる。

民法824条の2第3項（特定事項）の親権行使者を定めるためには、家庭裁判所の
調停・審判の手続が必要になり、私的文書（公正証書も含む）で同項の親権行使者

を定めることは想定されていない。

（通常の取引等の場面において、共同親権の父母間で、子の親権行使を父母の一

方が専ら行なうことを事実上合意している場合には、当該親が他方親の同意を得た

上で共同名義（又は単独名義）によって代理行為等を行うことが可能と考えられる）

【裁判手続き家事事件Q＆Aより】 



第３　共同親権と子の氏の変更

15歳未満の子に関して 

単独親権⇒親権者単独で氏の変更可能

共同親権⇒氏の変更には、親権者双方の合意が必要

離婚届から氏の変更までの流れを考えると、共同親権の場合

は、氏の変更にどのような協力や手続きが必要か説明しない状

態で離婚した場合、即トラブルになる可能性が高い



第３　共同親権と子の氏の変更 
 
子の氏の変更には、家庭裁判所への「子の氏の変更許可申立て」

が必要 
 
15歳以上は、子供本人が申立てを行える。 
15歳未満の子供は、単独親権であれば親権者が単独で行え、共
同親権のときは共同で申立てを行う必要がある。 
 
婚姻中の姓が田中（旧姓：佐藤）で、離婚後の姓が田中の続称を

行うときも、子の氏の変更許可申立ては行う必要がある。​
※父の「田中」から、母の「田中」に変更するというもの 

 

 



第４　共同親権における親権の単独行使

①子の利益のため急迫の事情があるとき

【民法824条の2第1項第3号】 

②監護及び教育に関する日常の行為

【民法824条の2第2項】 



第４　共同親権における親権の単独行使 
 
①の具体例 
　・子に緊急の医療行為が必要な時 
　・入学手続きの期限が迫っている時 
　・虐待等からの避難が必要な時 
 
②の具体例 
　・通常のワクチン接種等 
　・習い事（ハーフパイプは習い事と言えるのか？） 
　・短期間での旅行 
　・アルバイトの許可等 

 



第５　共同親権における親権の共同行使

日常行為に当たらず、身上監護に関する重大行為が、共同行使

となる

・子の居所の決定・転居

・進学先の決定（在学契約の締結など）

・心身に重大な影響を与える医療行為の決定

財産管理や身分行為も共同での行使が必要

・預金口座の開設等

・子の氏の変更（15歳未満の子）
・養子縁組の代諾（15歳未満の子）



第５　共同親権における親権の共同行使

共同親権で同居親が再婚を考え、再婚相手と子供の養子縁組

も考えている場合

別居親が養子縁組の承諾（代諾）したとすると、別居親の親権が

失われる

（親権）

民法第８１８条　親権は、成年に達しない子について、その子の利益のために行使しなければ

ならない。

２　父母の婚姻中はその双方を親権者とする。

３　子が養子であるときは、次に掲げる者を親権者とする。

一　養親（当該子を養子とする縁組が二以上あるときは、直近の縁組により養親となった者に

限る。）

二　子の父母であって、前号に掲げる養親の配偶者であるもの



第５　共同親権における親権の共同行使

養子縁組の代諾で父母の協議が調わない場合、家庭裁判所が父母の一方

を子の養子縁組の代諾に係る親権行使者に指定する。

【民法824条の2第3項　民法797条第4項】 

一般的な親権行使者の指定の要件

子の利益のため必要があるとき【民法824条の2第3項】 

養子縁組の代諾に係る親権行使者の指定の要件

子の利益のため特に必要があるとき【民法797条第4項】 

単に子の利益にかなうというだけでは要件を満たさず、養子縁組を成立させ

ると別居親が親権者としての権利義務を失うことを踏まえてもなお、養子縁

組を成立させることが必要といえることを要する。



共同親権の権利関係のイメージ図 
 

　　　　　　　　　　  

 
共同親権のみ 

単独で決定 
日常行為 
急迫事情 

共同で決定 
身上監護重大行為 

財産管理 
身分行為 

単独で決定 
日常行為 
急迫事情 

 

共同親権 
＋ 

監護者指定 
（同居親が監護者​

想定） 

単独で決定 
日常行為 
急迫事情 

身上監護重大行為​
（民法824条の3第1項規定分） 

共同で決定 
財産管理 
身分行為 

単独で決定 
日常行為 
急迫事情 

 
日常行為・・・短期間の観光目的での旅行、通常のワクチン接種、習い事など 
 
急迫事情・・・日常行為以外は共同行使が原則だが、急迫事情下では単独行使可能となる。　　

　　　　　例えば、DVや虐待から（転居などを含む）避難をする必要がある場合や、　　　　　　　入
学試験の結果発表後に入学手続きの期限が迫っているような場合 
 
財産管理・・・子名義の預貯金の口座開設、子に対し債務を負担させる契約の締結など 
 
身分行為・・・子の氏の変更、養子縁組の代諾など 
 
監護者・・・・民法824条の3で新設。単独で、子の監護教育、居所の指定・変更、営業の許可等を
することができる。上記に関する監護者の行為について、監護者でない親権者は妨げてはならな

い。※今まで監護者指定が問題となるのは、主として婚姻中の夫婦だったが、共同親権が導入さ

れたことで、婚姻中も離婚後も監護者を指定する場合が生じるようになった。 
 
身上監護に関する重大行為・・・子の転居、子の進路に影響する進学先の決定、心身に重大　　

　　　　　　　　　　　　　な影響を与える医療行為など 
 
離婚時に共同親権と定めたが、教育で父母の対立した時など、対立が限定的な場合は、親権行

使者の指定等の手続きにより解決するという方法もあります。 
 
 
 
 
 
 

 



第６　監護者指定について

今までも「子を監護する」「監護者」などの言葉は使われてきた

が、改正前は規定がなく、監護者の権利義務や範囲等は解釈に

委ねられてきた。

改正後は、監護者の権利義務が民法で定められたため、監護と

いう言葉の意味を理解しておく必要性が増した。

※監護者・・・子の監護教育等を行う者



第６　改正後の監護者指定について 
 
監護者の権利義務の範囲・・・子の監護をすべき者は、単独で、①

子の監護及び教育、②居所の指定及び変更並びに③営業の許

可、その許可の取消し及びその制限をすることができる【民法824
条の3第1項】 
 
監護者以外の親権者の監護権の有無及び優先関係・・・＜監護権

を失うわけではないが＞前項の場合には、 親権を行う者（子の監
護をすべき者を除く。）は、子の監護をすべき者が同項後段の規定

による行為をすることを妨げてはならない 【民法824条の3第2項】 
 
 
 

 



第６　改正後の監護者指定について

改正前は、離婚をすると必ず単独親権だったので、監護者指定が問

題となるのは、主として婚姻中の夫婦だった。

そのため監護者指定の終期は、離婚時や別居解消時などが当然の

決まり事だった。

改正後は、共同親権になったとき、婚姻中も離婚後も監護者を指定す

る場合が出てきた。

そのため、離婚までの監護者指定を行う場合は、終期を定める必要

がでてきた。

「父母が離婚し親権者が定められたときまで」など



第７　私的合意書と養育費等の執行手続 
 
改正前は、養育費等の強制執行は公文書（審判書・調

停調書・公正証書）が必要だった 
改正後は、公文書に加え、私的合意書でも条件を満た

せば執行手続（担保権の実行）が可能になった 
 
養育費等・・・養育費を含む子の監護費用と、婚姻費用

分担金（離婚するまでの生活費）の子の監護の費用に

あてられる部分 
 

 



第７　私的合意書と養育費等の執行手続

養育費等について私的合意書で執行手続が可能に

なったのは、

養育費等に一般先取特権が付与されたことにより

【民法306条3号】 

先取特権が付与された箇所について担保権実行手続

きが可能になったため【民事執行法193条1項 】 



第７　私的合意書と養育費等の執行手続 
 
一般先取特権とは、債務者の全ての財産に対して、他の債権者に優先して

弁済をうけることができる権利。例えば消費者金融の債権と競合した場合

は、養育費の方が優先して弁済をうけることが可能となる。 
 
（一般の先取特権）​
民法第306条　次に掲げる原因によって生じた債権を有する者は、債務者の
総財産について先取特権を有する。 

1.​ 共益の費用 
2.​ 雇用関係 
3.​ 子の監護の費用 
4.​ 葬式の費用 
5.​ 日用品の供給 

 



第７　私的合意書と養育費等の執行手続 
 
（債権及びその他の財産権についての担保権の実行の要件等）​
民事執行法　第193条1項　第143条に規定する債権＜金銭債権＞及び第
167条第1項に規定する財産権（以下この項において「その他の財産権」とい
う。）を目的とする担保権の実行は、担保権の存在を証する文書（権利の移

転について登記等を要するその他の財産権を目的とする担保権で一般の先

取特権以外のものについては、第181条第1項第1号から第3号まで、第2項
又は第3項に規定する文書）が提出されたときに限り、開始する。担保権を
有する者が目的物の売却、賃貸、滅失若しくは損傷又は目的物に対する物

権の設定若しくは土地収用法（昭和26年法律第219号）による収用その他の
行政処分により債務者が受けるべき金銭その他の物に対して民法その他の

法律の規定によつてするその権利の行使についても、同様とする。 
 

 



第７　私的合意書と養育費等の執行手続 
 
担保権の存在を証する文書＝離婚協議書では養育費等を含むもの 
 
1.甲は、乙に対し、当事者の〇男　氏名：＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿（生年月日
：＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿）の養育費として、月額＿＿＿万＿＿＿＿円を、令

和＿＿年＿＿月から、同人が＿＿＿歳に達した月まで、毎月＿＿＿日限

り、支払うものとする。 
＜振り込みについての条文省略＞ 
 
支払者などに加え、養育費の対象となる人物の特定と、始期と終期が大事。 
例えば、終期が定まっていないと執行手続きが認められない可能性がある。 
→養育費を支払う甲（別居親）が、子供が浪人しても留年しても養育費を支
払う意思がある旨を表明したとすると、乙（同居親）はこの申し出を断る理由

 



はないといえる。だがこの場合だと終期が定まらないことになり、認められな

い可能性が出てくる。

子供が学生だとすると、養育費の終期を「18歳に達した後、最初に到来する
3月まで」とする方が、社会通念的に合っているといえる。 
→この場合、子の誕生日が3月2日から4月1日までの間である場合は、「〇
〇歳に達した月」までという文面になる。これは4月1日生まれであれば、3月
31日24時に年齢を数えるためとなっている。
【年齢計算に関する法律】参照

大学等の養育費まで考えている場合は、「1の終期の翌月において、1の子
が4年生以上の大学に在籍している場合は、22歳に達した後、最初に到来
する3月までとする」などの文言を加える。



第７　私的合意書と養育費等の執行手続　

子の監護に要する費用として先取特権が及ぶのは、月額８万円に子の数を乗じた額が

限度額となる【民法308条の2　法務省令】 
子供１人につき８万円以上を公正証書などで設定し、超える部分を債務名義に基づく強

制執行の申立てをすることも可能。

私的合意書では合意書面の成立の真正を証明する必要があるので、遺産分割協議書と

同じく実印を押してもらい、印鑑証明書を確保しておくのが一番良いと考えられる。

担保権実行に基づく執行手続ができるのは、令和８年４月１日以降の養育費等のみ。

改正家族法が施行される前に作成された私的合意書でも、令和８年４月１日以降の養育

費等であれば執行手続は可能だが、令和８年１月～３月までの養育費等は請求できな

いという話となる。 



第８　令和８年４月１日前後の変化　 
 
①令和８年４月１日以降に、養育費の分担について定めることなく離婚し

た場合、法定養育費が認められる。内容としては担保権実行として、債

権差押え等の申立てを行うことができるというもの。 
法定養育費は子供１人につき月額２万までで、養育費が定まるまでの暫

定的扱い【民法766条の3　法務省令】 
 
法定養育費を請求できるのは、離婚のときから引き続き子の監護を主に

おこなっていたものとなっている。例えば平日は母、土日は父が子の監

護をしていた場合は、一方が子の監護を「主として行う」ものと評価し得る

場合には、評価し得る側が法定養育費を請求できるものと考えられる。 
対して、一時期は母が子を監護していたが、ある時期以降は父が子の監

護をする場合、法定養育費は認められないと考えられている。法定養育

 



費の請求権は、「離婚の時から引き続きその子の監護を主として行う者」

が行使できる権利のため。 
ちなみに父母が協議等により養育費の支払いをしない旨を合意した場合

は、法定養育費は発生しないものと考えられている。民法766条の3に、
（法定養育費は）父母が子の監護に要する費用の分担についての定めを

することなく離婚をした場合（に生じる）とあるため⇐条文上の解釈  
 
法定養育費の始期と終期は、民法766条の3第1項に記載がある。 
 
令和8年4月1日以降に父が子を認知し、養育費の定めがない場合も法
定養育費が発生する。 
 
養育費の取り決めを行う前に、同居親が再婚し、子供が養子縁組を組ん

だとしても、別居親は法定養育費を請求される可能性がある。 

 



 
②家族法改正施行前の離婚も、単独親権→共同親権の申立てを行うこ
とができる。ただし、法改正が行われたから、共同親権への変更を求め

るという理由では変更は認められないと考えられている。​
共同親権→単独親権の申立ても可能だが、子の進学方針について折り
合わないなど、対立要件が限定的な場合は、親権行使者の指定の手続

きによって、解決が図られる場合も考えられる。 
 
③令和８年４月１日以降の離婚における財産分与の請求期限が、​
２年→５年に変更【民法第768条第2項ただし書】 
 
 
 
 
 
 

 



第９　離婚届と親権者指定の申立て　 
 
改正前・・・離婚と同時に、親権者の決定が必要となる。 
改正後・・・親権者の指定を求める審判又は調停の申立てがされてい　　　　

　　れば、協議離婚に基づく離婚が可能になる。 
　　　　　　【民法765条1項2号】 
 
親権者の指定を求める調停の申立てを行った場合、別表第二調停という分

類となり、調停不成立の場合に審判に移行する。審判では裁判官が決定を

下し、親権者が決まることになる。 
対して夫婦関係調整調停（離婚調停）は、一般調停と呼ばれ、調停不成立に

なれば何も決まらず、そこで終了する。つまり、離婚調停の申立てを行ったと

しても、親権者を決めずに離婚はできない。 
 
 

 



第９　離婚届と親権者指定の申立て　 
 
親権者指定の審判の申立てがなされたが、協議離婚の届出がされない場

合、家庭裁判所は、申立人に対して、相当の期間を定めて離婚をしたことを

証する文書の提出を提出するよう命じることができる。 
→申立人がその期間内に該当文書を提出しないときは、家庭裁判所は、親
権者の指定の審判の申立てを却下することができる。 
【家事事件手続法169条の3】 
 
調停手続には同趣旨の規定はないが、別表第二調停として不成立の場合

に審判へ移行するため、離婚をしたことを証する文書の提出話は出てくるも

のと考えられる。​
なお、親権者指定の審判・調停とも、取り下げに家庭裁判所の許可が必要

【家事手続法169条の2　家事手続法273条3項】 

 



第１０　調停等について　

改正家族法がはじまったことで、離婚協議書の内容が途中でまとまらない可

能性が増えたといえる。

行政書士は調停の申立てを代行することはできないが、トラブル解決の方

法として調停を理解しておくと、何かと役に立つと考えられる。

調停とは、話し合いの場であり、当事者が合意しなければ成立しない。当事

者の話は、基本交互に調停委員がきく形になる。

調停は、調停間に時間や日程が空くことで、当事者の考えが変化する場合

があり、話し合いの場としてはとても有効。



一般調停事件 
夫婦関係調整調停は、離婚調停や円満調停をさす。離婚調停では離婚そ

のものや親権者の決定、親子交流や財産分与など離婚全般のことを総合し

て話し合われる。ただ当事者の合意が得られないと、何も決まらず終了す

る。 
 
別表第二調停​
婚姻費用に関する処分（婚姻費用分担金）、子の監護に関する処分（養育

費、親子交流、子の監護者の指定・変更など）、親権者の指定・変更、遺産

分割などがそれに当たる。 
別表第二調停の場合は、調停不成立の場合に必ず審判に移行する。調停

内で集まった資料や、足りなければ当事者に資料を提出してもらい、裁判官

が判断を下す。 
 
 

 



親権者行使者の指定調停（審判） 
特定の事項に係る親権の行使について、（共同親権の）父母間に協議が調

わない場合であって、子の利益のため必要があると認めるときは、家庭裁判

所は、父又は母の請求により、当該事項に係る親権の行使を父母の一方が

単独ですることができる旨を定めることができる。​
【民法824条の2第3項】 
 
・子供の進学先（複数合格など）について、父母間で協議がまとまらないとき

にも利用できるが、この場合は期限に注意する必要がある。 
 
・将来的な進学一般に関する事項について親権行使者の指定を求める申立

ては、「特定の事項」としては不十分で、親権行使者を定めることが「子の利

益のため必要がある」とはいえないと考えられている。 
 

 



・共同親権で、子の氏についてのみ協議がまとまらないときは、離婚を先行

させ、子の氏の変更の許可に係る親権者指定の申立てを行うという方法も

考えられる。

・民法824条の2第3項の親権行使者を定めるためには、家庭裁判所の調
停・審判の手続が必要になり、私的文書（公正証書も含む）で同項の親権行

使者を定めることは想定されていない。

（通常の取引等の場面において、共同親権の父母間で、子の親権行使を父

母の一方が専ら行なうことを事実上合意している場合には、当該親が他方

親の同意を得た上で共同名義（又は単独名義）によって代理行為等を行うこ

とが可能と考えられる）

【裁判手続き家事事件Q＆Aより】​
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